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国家公務員の退職手当の引き下げに関わって北海道市町村課へ要請
１、８月７日に国会公務員の退職手当の引き下げが閣議決定され、同日、総務省から総務副大臣通知が発出されたこと（2012自治労北海道情報№118号参照）をうけ、自治労北海道本部は８月８日11時から北海道市町村課へ要請を行った。

２、地方公務員の退職手当引き下げ議論は、今後、退職手当法改正案の国会提出や成立の時期との兼ね合いも出てくる。現時点では通常国会への法案提出は困難な状況とされ、秋の臨時国会への提出、法案審議が予想されている。しかし、この２～３日の政局をめぐる動きの中で公務員の退職手当や人事院勧告がどのように取り扱われるか不透明な情勢の中での対応となる。よって、これからの北海道庁における取り扱いを受けて北海道市町村職員退職手当組合や独自に条例化している自治体（17自治体）では実施時期や経過措置の内容について、十分な労使協議を確保する必要がある。

３、藤盛道本部副委員長が要請書（別紙）を手交し、「国会公務員の退職手当の引き下について昨日、政府方針が確定し、総務大臣通知が出され、今後退職手当法の改正等が予定されている。402.6万円もの引き下げとなるため、十分な経過措置が必要であることを主張してきた。国家公務員の退職手当における実態と地方公務員の実態が異なることを踏まえた対応が必要である」と要請の趣旨について説明した。
４、これに対して、北海道市町村課は「法令や国の状況を踏まえて対応するもの。総務副大臣通知についてはそれぞれの市町村へ通知しているが、それぞれの自治体が判断するべきもので強制する考えはない。自治体がそれぞれ適切に判断するものである」と回答した。
最後に国会情勢等含め引き続き情報交換・意見交換をしていくことを確認し要請を終了した。

以　上

（別紙）

２０１２年８月８日

北海道知事

高　橋　はるみ　様

　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部

執行委員長　山　上　　　　潔

退職手当制度見直しに対する要請について

日頃より、地方行政の確立と住民の福祉の向上・地域活性化のためにご尽力されていますことに心より敬意を表します。

　さて、国家公務員の退職手当について、政府は８月７日、平均で402.6万円を減額することや早期勧奨退職制度の拡充等を正式に決定し、引き下げに関しては３段階の経過措置を設けることを明らかにしました。

　退職手当については、公務・公共部門に働く労働者の退職後の生活設計の根幹をなすものであり、その水準見直しは労働条件の大きな変更となるものです。今回の引き下げは、この間マイナス勧告や一時金の減額が続く中で、公務員労働者の生活を脅かすものであり、極めて遺憾といわざるを得ません。

　国家公務員の激変緩和措置については、2013年１月から９月ごとに３段階で引き下げる内容となっており、退職年度内の職員間の均衡がはかられないなどの課題があります。特に公務員給与バッシングの中である政党からは乱暴な議論が相次ぎ、官民均衡論ならまだしも地域民間水準まで退職手当を引き下げよとする声も出されているところです。このような動向は極めて遺憾であり、公務員給与のあるべき議論をしっかりと行った上で見直す必要があるものは見直しを行い対処すべきです。

　今後、道内自治体や退職手当組合等で協議が行われますが、大幅な不利益変更であるため十分な労使間での話し合いの上での対応が必要ですし、また、2003年度の見直しの際には国と同様な経過措置により引き下げた自治体はごく僅かとなっており、地域の個別自治体の事情等を総合的に考慮しながら決定すべきと考えます。

つきましては、以下の事項について、申し入れますので、ご配意願います。

記

１　退職手当の引き下げについて、道内市町村等に対して、国家公務員の引き下げ措置を強制することがないよう対応すること。

２　退職手当の見直しにあたっては、十分な労使交渉、協議・合意に基づいて見直しが進められるよう、北海道として各市町村へ助言すること。
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